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Ｎ＝2,633

52.1%
42.9%

4.9%

建設業(2,362件）

物品納入（271件）

回答なし(2,867件)

1  はじめに 
1-1  本資料の位置づけ 
山口県では、2003（平成 15）年度、CALS/EC 推進計画を策定するために、関係事業者

の実態や意向を把握することを目的としてアンケート調査を行いました。以下に、調査

概要を示します。 
 

1-2  調査概要 
昨年度実施したアンケート調査の概要は、以下のとおりです。 
 
【調査概要】 
★実 施 時 期：2003（平成 15）年 10 月 
★調査対象者：山口県関係企業 5,500 社 
★サンプリング方法： 

2003（平成 15）年 9 月末現在の土木建築部監理課及び出納局所有の競争入札指

名参加資格業者名簿に記載されている企業 6,596 社のうち、土木建築部監理課所

有の建設会社等の競争入札指名参加資格業者名簿から建設関連企業として 3,951
社、出納局所有の指名参加資格業者名簿から物品納入企業として 1,549 社をアン

ケート対象者として抽出しました。 
 

1-3  調査項目 
今回実施したアンケートの調査項目は、次のとおりです。 
 
★IT インフラの整備状況 
★IT インフラの導入計画 
★電子納品について 
★電子入札について 
★全国との比較 

 

1-4  回答率 
アンケート調査の回答率は、5,500 社中、

2,633 社から回収することができ、回収率

は 47.9%でした。 
 
 

                    図 1-1 アンケート回収状況 
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1-5  アンケート調査結果概要 
今回のアンケート調査結果の概要は以下のとおりです。 

表 1-1 アンケート調査結果概要 

項目 内 容

PCの整備状況 ・建設関連企業、物品納入企業ともPCの整備率は
90%以上。

・建設関連企業、物品納入企業ともPCのメールアド
レスの保有率は90%以上。

・建設関連企業、物品納入企業とも90%以上の企
業で週1回以上、電子メールを利用している。

・建設関連企業、物品納入企業とも、ランクが低くな
るに従って未接続が多くなる。

・接続回線は、ISDNの使用率が高い。

PCのセキュリティ対策 ・全体の60%以上の企業でウィルス対策を行ってい
ない。

・建設関連企業では、70%以上の認知度である。そ
の一方で、物品納入企業では、認知度は低く、約
50%にとどまっている。

電子納品の認知度
・電子納品の認知度は高く、70%以上の企業が少
なくとも「電子納品」という言葉は知っている。

電子納品に関する講習会
等への参加

・全体では50%を上回る企業が講習会に参加して
いるが、県内の企業の参加率は40%を下回ってい
る。

電子納品の実施状況

・建設コンサルタントでは、約47%の企業が既に電
子納品を実施している。ただし、県内の企業に限る
とその割合は約19%に低下する。
・施工業者においては、Aランクの企業でも電子納
品の実施率は約21%にとどまっている。ただし、発
注者の要請があれば実施するとした企業は多い。

電子入札の認知度
・電子入札の認知度は高く、90%以上の企業が少
なくとも「電子入札」という言葉は知っている。

電子入札に関する講習会
等への参加

・建設コンサルタントでは、今後参加予定とする企業
も含め70%程度の企業が積極的に取り組んでい
る。
・施工業者においては、ランクになるほど取り組みに
消極的である。
・物品納入企業のうち、出納局業者名簿記載企業
の取り組みは消極的である。一方、監理課業者名
簿記載企業はやや積極的である。

電子入札への参加状況

・電子入札を既に実施したという企業は、全体で約
26%にとどまっているが、発注者より要請されれば
参加するとした企業は約60%であり、今後積極的な
参加が見込まれる。

電子入札実施時の新規投
資（複数回答）

・40%を超える企業でPCの新規購入・買い換え、イ
ンターネット回線の高速化をあげている。
・人材教育をあげた企業も40%を上回っている。

電子認証料の負担額
・1万円未満とした企業が全体の70%を超えている。
・特に、物品納入企業が低価格の電子認証料を希
望している。

PC・インターネットに精通
した人材の有無

・全体の80%を上回る企業で既にPCやインター
ネットを問題なく利用できる人材が確保されている。

ITインフラの整備状況 ・全国の配備率と同程度かそれ以上の整備状況に
ある。

CALS/ECの認知度 ・CALS/ECの理解度については、全国の理解度と
同程度か、それを上回った水準にある。

・下位ランクの建設関連企業におい
て、多額の新規投資が必要であれば参
加しないとする企業が存在する。

・下位ランクの企業ほど、人材確保が必
要な状況である。

・建設コンサルタントと比較して建設会
社のITインフラの整備が遅れている。

・建設コンサルタントと比較して、建設
会社のCALS/ECに対する理解度は低
い。

・認知度は高いが、今後は普及、促進
を図る必要がある。

・関心の低い企業に対し、講習会の実
施や、参加促進を図っていく必要があ
る。

・参加意識は高いものの、講習会等を
通じ、積極的に参加したいとする企業
を増加させる必要がある。

・下位ランクの企業ほど、人材育成が必
要である。

・CALS/ECの普及拡大のために情報
提供を行う必要がある。
・物品納入企業の認知度向上を図る必
要がある。

・認知度は高いが、今後は普及、促進
を図る必要がある。

・県内企業向けの講習会の実施や、参
加促進を図る必要がある。

・参加意識は高いものの、特に下位ラ
ンクの企業について、講習会等を通
じ、実施可能な企業を増加させる必要
がある。

・セキュリティーに関する認識が低く、
教育やセキュリティーポリシーの確立が
必要である。

・PCの基本性能の向上やインターネッ
ト回線の高容量化などが望まれる。

・現状においても問題ないレベルと判
断できるが、さらなるPCや各種アプリ
ケーションソフトを利用するための能力
向上を図る機会が必要である。

集 計 結 果 今 後 の 課 題
調 査

メールアドレスの保有状況
と電子メールの利用頻度

インターネットの接続状況
と接続回線の種類

CALS/ECの認知度について

I
T
イ
ン
フ
ラ
の
整
備
状
況

電
子
納
品
に
つ
い
て

電
子
入
札
に
つ
い
て
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国
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の
比
較  
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2  アンケート調査結果 
アンケート調査の結果は、以下のとおりです。 
 

2-1  IT インフラの整備状況 
CALS/EC を推進していく上では、いくつかの IT 関連の設備が必要です。必要とさ

れるものは、次のようなものです。 
 
 ★PC（Personal Computer：パソコン） 
 ★インターネットへ接続できる環境 
 ★インターネットを利用した電子メールを行うためのメールアドレス 
 ★ウィルス感染から PC を守るための対策ソフト 
 等 
 
山口県におけるこれらの IT インフラの整備状況を以下に示していきます。 
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2-1-1  PC の整備状況（業者別） 
山口県の 90％以上の企業で PC はすでに整備されています。また、全体の半数の

企業が社員 1 人に 1 台の割合ですでに PC を整備しています。この内訳は、建設関連

企業が約 53%、物品納入企業が約 44％となっており、建設関連企業の方が先行して

PC を整備しているといえる結果となりました。 
 
 
 

No 項目
全体
（件）

全体
（％）

建設
（件）

建設
（％）

物品
（件）

物品
（％）

1 １人に１台以上の体制である 1,364 51.8 1,244 52.7 120 44.3

2 ２～３人に１台体制である 783 29.7 700 29.6 83 30.6

3 ４～５人に１台体制である 244 9.3 211 8.9 33 12.2

4 ６人以上に１台体制である 136 5.2 112 4.7 24 8.9

5 整備していない 95 3.6 85 3.6 10 3.7

6 その他 1 0.0 1 0.0 0 0.0

7 未回答 10 0.4 9 0.4 1 0.4

2,633 100.0 2,362 100.0 271 100.0合　　　計

30.6

29.6

29.7

12.2

8.9

9.3 5.2 3.651.8

52.7

44.3 8.9

4.7

3.7

3.6

0.0

0.0

0.0

0.4

0.4

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

物品
(N=271)

建設
（N=2,362)

全体
(N=2,633）

1人に1台 2～3人に1台 4～5人に1台 6人以上に1台

整備していない その他 未回答

 

図 2-1 山口県の PC 整備状況 
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2-1-2  メールアドレスの保有状況 
電子メールの「メールアドレスを保有していない」とした企業は、全体で約 7％と

10％を下回る結果でした。また、全体で約 40％の企業が、社員 1 人に 1 つのメール

アドレスを割り当てている体制が確立されています。この内訳を見ると、建設関連企

業では約 40％、物品納入企業で約 44％と、メールアドレスについては物品納入企業

の方が若干多く、1 人 1 アドレス体制を確立していました。 
 
 
 

No 項目
全体
（件）

全体
（％）

建設
（件）

建設
（％）

物品
（件）

物品
（％）

1 社員全員が個人アドレスを保有している 1,024 40.5 910 40.1 114 43.8

2 ２～３人で１つ保有している 526 20.8 474 20.9 52 20.0

3 ４～５人で１つ保有している 304 12.0 277 12.2 27 10.4

4 ６人以上で１つ保有している 499 19.7 451 19.9 48 18.5

5 保有していない 167 6.6 148 6.5 19 7.3

6 その他 2 0.1 2 0.1 0 0.0

7 未回答 6 0.2 6 0.3 0 0.0

2,528 100.0 2,268 100.0 260 100.0合　　　計

43.8

40.1

40.5

20.0

20.9

20.8

10.4

12.2

12.0 19.7 6.6

18.5

19.9

7.3

6.5

0.1

0.1

0.0

0.2

0.3

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

物品
(N=260)

建設
（N=2,268)

全体
(N=2,528）

全員が保有 2～3人で保有 4～5人で保有 6人以上で保有

保有していない その他 未回答

 

図 2-2 メールアドレス保有状況 
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2-1-3  電子メールの利用頻度 
電子メールの利用頻度を見ると、全体の約 60％の企業が「毎日利用している」と

回答しています。一方、「利用していない」と回答した企業は、約 8％で、ほとんど

の企業が電子メールを利用していることがわかりました。 
電子メールの利用頻度を建設関連企業と物品納入企業とで比較してみます。その結

果、「毎日利用している」と回答した企業が、建設関連企業で約 59％であるのに対し、

物品納入企業では約 73%でした。また、「利用していない」との回答は、建設関連企

業で約 8％、物品納入企業では約 4％でした。これらの結果を見ると、電子メールは

物品納入企業の方で、より頻繁に利用されているといえます。 
 
 
 

No 項目
全体
（件）

全体
（％）

建設
（件）

建設
（％）

物品
（件）

物品
（％）

1 毎日利用している 1,416 60.1 1,240 58.7 176 73.0

2 ２～３日に一回利用している 395 16.8 368 17.4 27 11.2

3 週に一回利用している 354 15.0 326 15.4 28 11.6

4 利用していない 188 8.0 178 8.4 10 4.1

5 その他 2 0.1 2 0.1 0 0.0

6 未回答 0 0.0 0 0.0 0 0.0

2,355 100.0 2,114 100.0 241 100.0合　　　計

11.2

17.4

16.8

11.6

15.4

15.0 8.060.1

73.0

58.7

4.1

8.4

0.1

0.0

0.1

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

物品
(N=241)

建設
（N=2,114)

全体
(N=2,355）

毎日利用 2～3日に1回 週に1回 利用していない その他 未回答

 

図 2-3 電子メールの利用頻度 
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2-1-4  インターネットの接続状況 
（1）アンケートに回答した全企業 

インターネットへの接続状況を見てみます。インターネットに接続していない企

業は、全体の約 4%の企業にとどまり、ほとんどすべての企業にインターネットが普

及していることがわかりました。 
また、全体の約 57％の企業が常時接続していることがわかりました。 
 
 
 

No 項目
全体
（件）

全体
（％）

建設
（件）

建設
（％）

物品
（件）

物品
（％）

1 常時接続である 1,430 56.6 1,278 56.3 152 58.5

2 必要時に接続している 978 38.7 887 39.1 91 35.0

3 接続していない 101 4.0 84 3.7 17 6.5

4 その他 1 0.0 1 0.0 0 0.0

5 未回答 18 0.7 18 0.8 0 0.0

2,528 100.0 2,268 100.0 260 100.0合　　　計

35.0

39.1

38.7

6.5

56.6

58.5

56.3

4.0

3.7

0.0

0.0

0.0

0.7

0.0

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

物品
(N=260)

建設
（N=2,268)

全体
(N=2,528）

常時接続 必要時に接続 接続していない その他 未回答

 

図 2-4 インターネットへの接続状況（アンケート調査全回答） 
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（2）建設会社施工ランク別 
ここでは、もう少し細かく見ていきます。 
下の図は、建設会社の施工ランク別にインターネットの接続状況を見たものです。 
その結果、ランクが下がるにつれ、「常時接続している」との回答が減り、「必要

時に接続」、「接続していない」という回答が増えています。 
 
 
 

(回答件数）

No 項目 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

1 常時接続である 330 217 166 86

2 必要時に接続している 198 187 201 129

3 接続していない 5 16 26 31

4 その他 0 1 0 0

5 未回答 5 5 5 0

538 426 398 246合　　計　（1,608件）

Ｎ＝1,608

52.4

50.5

43.9

36.8

12.6

6.5

35.0

41.7

61.3

50.9 3.8

0.9

0.0

0.0

0.0

0.2

1.2

1.3

0.0

0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｄ
(N=246)

Ｃ
(N=398)

Ｂ
(N=426)

Ａ
(N=538)

常時接続 必要時に接続 接続していない その他 未回答

 

図 2-5 インターネットへの接続状況（建設会社施工ランク別） 
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（3）物品納入企業ランク別 
次に物品納入企業について見てみます。 
物品納入企業では、ランクに比例してインターネットへの接続状況が変化すると

いう傾向は見られませんでした。 
しかし、A～C ランクの回答数は、非常に少ないため、1 社の回答がそのランクの

比率に大きく影響します。 
そのため、今回のアンケート調査からは断定はできませんが、建設会社と同様に

ランクに反比例して、接続していない会社が増えてくると考えています。 
 
 
 

(回答件数）

No 項目 特Ａ Ａ Ｂ Ｃ 不明

1 常時接続である 81 11 7 2 10

2 必要時に接続している 37 15 6 1 15

3 接続していない 8 2 2 0 4

4 その他 0 0 0 0 0

5 未回答 0 0 0 0 0

126 28 15 3 29合　　計　（201件）

Ｎ＝201

51.7

33.3

40.0

53.6

29.4 6.364.3

34.5

66.7

39.3

46.7

0.0

13.8

13.3

7.1

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

未回答
(N=29)

Ｃ
(N=3)

Ｂ
(N=15)

Ａ
(N=28)

特Ａ
(N=126)

常時接続 必要時に接続 接続していない その他 未回答

 

図 2-6 インターネットへの接続状況（物品納入企業ランク別） 
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2-1-5  インターネット接続回線 
インターネットへ接続するために使用している回線の種類を把握しました。 
その結果、全回答を見ると「ADSL」による接続と「ISDN」による接続とが拮抗し

ていることがわかりました。 
この内訳を見ると、建設関連企業では、「ISDN」と回答した企業が約 32%と最も多

く、次いで「ADSL」が約 31％の回答でした。 
また物品納入企業では、「ISDN」との回答が約 31%と最も多く、次いで約 29%の

企業が「ADSL」と回答しています。 
近年では、ADSL や光ケーブルによる接続料金が急速に下がっています。今後は、

こういったより高速な接続回線の使用が増加していくものと考えています。 
 
 
 

No 項目
全体
（件）

全体
（％）

建設
（件）

建設
（％）

物品
（件）

物品
（％）

1 光ケーブル 368 15.3 320 14.8 48 19.8

2 ケーブルテレビを介しての接続 184 7.6 169 7.8 15 6.2

3 ＡＤＳＬ 754 31.3 684 31.6 70 28.8

4 ＩＳＤＮ 772 32.0 697 32.2 75 30.9

5 通常の電話回線 286 11.9 256 11.8 30 12.3

6 接続していない 13 0.5 11 0.5 2 0.8

7 その他 20 0.8 17 0.8 3 1.2

8 未回答 12 0.5 12 0.6 0 0.0

2,409 100.0 2,166 100.0 243 100.0合　　　計

6.2

7.8

7.6

28.8

31.6

31.3 32.0 11.915.3

14.8

19.8

32.2

30.9

11.8

12.3

0.5

0.8

0.5 0.8

1.2

0.8

0.5

0.6

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

物品
(N=243)

建設
（N=2,166)

全体
(N=2,409）

光ケーブル ケーブルテレビ ＡＤＳＬ ＩＳＤＮ

通常の電話回線 接続していない その他 未回答

 

図 2-7 インターネット接続回線の状況 
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2-1-6  ＰＣのセキュリティ対策 
CALS/EC の効果を実現するためには、インターネットに接続した PC が必要不可

欠です。ところが近年、インターネットを通じて感染が広がっていくコンピュータウ

ィルスが蔓延しており、その被害は世界規模となっています。 
こういった事態を最小限に食い止めるためにも、PC へは、ウィルスチェックソフ

トをインストールしておくことが非常に重要です。 
全回答のうち、「社内の全ての PC にウィルスチェックソフトをインストールして

いる」とした回答は約 57％にとどまりました。建設関連企業ならびに物品納入企業

の双方とも同様の割合を示しています。 
この結果から、山口県の企業のセキュリティ対策はまだまだ不十分であるといわざ

るを得ないことがわかりました。 
 
 
 

No 項目
全体
（件）

全体
（％）

建設
（件）

建設
（％）

物品
（件）

物品
（％）

1 社内の全PCにｳｨﾙｽ対策ｿﾌﾄをｲﾝｽﾄｰﾙしている 1,440 57.0 1,286 56.7 154 59.2

2 社内の全PCのうちの何台かは、ｳｨﾙｽ対策ｿﾌﾄをｲﾝｽﾄｰﾙしている 612 24.2 557 24.6 55 21.2

3 ｳｨﾙｽ対策ｿﾌﾄをｲﾝｽﾄｰﾙしていない 415 16.4 369 16.3 46 17.7

4 その他 1 0.0 1 0.0 0 0.0

5 未回答 60 2.4 55 2.4 5 1.9

2,528 100.0 2,268 100.0 260 100.0合　　　計

21.2

24.6

24.2

17.7

16.457.0

59.2

56.7 16.3

0.0

0.0

0.0

2.4

1.9

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

物品
(N=260)

建設
（N=2,268)

全体
(N=2,528）

ｲﾝｽﾄｰﾙ済 一部ｲﾝｽﾄｰﾙ済 ｲﾝｽﾄｰﾙしていない その他 未回答

 

図 2-8 ウィルスチェックソフトのインストール状況 
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2-2  CALS/EC の認知度について 
CALS/EC という言葉の認知度について調査を行いました。 
その結果、建設関連企業の約 44％が CALS/EC という言葉を「内容も含め知って

いる」と回答しています。また、「内容は知らないが言葉は知っている」と回答した

約 30％を合わせると 70％以上の企業が CALS/EC という言葉を知っており、高い認

知度であることが分かりました。 
その一方で、物品納入企業では、約 48%の企業が CALS/EC という言葉を「知ら

ない」と回答しており、認知度は低いものでした。 
 
 
 

No 項目
全体
（件）

全体
（％）

建設
（件）

建設
（％）

物品
（件）

物品
（％）

1 内容も含めて知っている 1,112 42.2 1,047 44.3 65 24.0

2 内容は知らないが言葉は知っている 778 29.5 708 30.0 70 25.8

3 知らない 693 26.3 563 23.8 130 48.0

4 その他 0 0.0 0 0.0 0 0.0

5 未回答 50 1.9 44 1.9 6 2.2

2,633 100.0 2,362 100.0 271 2.2合　　　計

25.8

30.0

29.5

48.0

26.342.2

24.0

44.3 23.8

0.0

0.0

0.0

1.9

2.2

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

物品
(N=271)

建設
（N=2,362)

全体
(N=2,633）

知っている 言葉は知っている 知らない その他 未回答

 

図 2-9 CALS／EC 認知度別割合 
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2-3  電子納品について 
電子納品とは、公共事業のライフサイクルの出発点ともなり、CALS/EC を推進して

いく上では、非常に重要です。 
ここでは、アンケート調査結果から、山口県の企業の電子納品に対する取り組みや

意欲を把握することとしました。以下に、調査結果を示します。 
 

2-3-1  電子納品の認知度 
建設関連企業のうち、約 41％が「内容も含めて知っている」と回答していました。

また、「内容は知らないが電子納品という言葉を知っている」と回答した約 33％の企

業を含めると 70％以上の会社が電子納品という言葉を知っており、高い認知度を示

していました。 
 
 
 

No 項目 データ件数 ％

1 内容も含めて知っている 979 41.4

2 内容は知らないが言葉は知っている 773 32.7

3 知らない 520 22.0

4 その他 1 0.0

5 未回答 89 3.8

2,362 100.0合　　計

Ｎ＝2,362

32.7%

41.4%
22.0%

0.0%

3.8%

知っている

言葉は知っている

知らない

その他

未回答

 

図 2-10 電子納品の認知度 
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2-3-2  電子納品に関する講習会等への参加 
電子納品に関する講習会等への参加状況を把握しました。電子納品は国土交通省や

他の都道府県、政令指定都市、市町村が発注する公共事業の一部ですでに実施されて

います。そのため、ここでは、アンケートに回答していただいた建設関連企業のなか

で業種ごとに細かく見ていきます。 
 

（1）建設コンサルタント 
建設コンサルタントについては、県内の企業と県外の企業とで比較しました。 
その結果、県外企業では、約 60％の企業が「講習会に参加したことがある」と回

答しました。しかし、県内の企業では、「講習会に参加したことがある」と回答した

のは、約 36%にとどまっており、県外の企業と比較してその取り組みに遅れが見ら

れます。 
 
 
 

（回答件数）
No 項目 全体 県内 県外

1 参加したことがある 233 64 169

2 参加したことはないが、今後参加する予定である 100 45 55

3 参加したことがない 122 67 55

4 その他 0 0 0

5 未回答 4 4 0

459 180 279合　　計　（459件）

19.7

25.0 37.2

60.6

35.6

50.8 21.8

19.7

26.6

0.0

0.0

0.0

2.2

0.0

0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

県外
(N=279)

県内
(N=180)

全体
(N=459)

参加したことがある 今後参加予定 参加したことがない その他 未回答

 

図 2-11 電子納品に関する講習会等への参加状況(建設コンサルタント) 

 
 
 
 
 



 15

（2）施工業者 
施工業者については、山口県が発注した公共事業について過去の実績の有無で比

較しました。 
「講習会等に参加したことがある」とした企業は、施工業者全体の約 22%にとど

まりました。逆に「参加したことがない」とした企業が 50%を上回っており、電子

納品への取り組みが、建設コンサルタントと比較して遅れているといえます。 
また、実績の有無について見てみると、講習会等への参加の有無については大き

な差は見られませんが、若干、実績のない企業のほうが講習会等に参加したことが

あるという回答が多いという結果でした。 
 
 
 

（回答件数）
No 項目 施工業者 実績有 実績無

1 参加したことがある 367 140 227

2 参加したことはないが、今後参加する予定である 314 149 165

3 参加したことがない 926 411 515

4 その他 0 0 0

5 未回答 78 25 53

1,685 725 960合　　計　（1,685件）

17.2

20.6 56.7

23.6

19.3

21.8 18.6

53.6

55.0

0.0

0.0

0.0

3.4

5.5

4.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実績無
(N=960)

実績有
(N=725)

施工業者
(N=1,685)

参加したことがある 今後参加予定 参加したことがない その他 未回答

 

図 2-12 電子納品に関する講習会等への参加状況(施工業者) 
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2-3-3  電子納品の実施状況 
アンケート調査では電子納品の実施状況を把握しました。ここでも、建設コンサル

タントと施工業者とで見てみました。 
 

（1）建設コンサルタント 
講習会等への参加状況と同様に県内の企業と県外の企業とで比較しました。 
アンケート調査した企業全体では約 47%がすでに電子納品を実施しています。し

かし、県内の企業と県外の企業とでは、「実施したことがある」と回答した企業の比

率に大きな差があります。県外の企業では約 65%の企業がすでに電子納品を実施し

ていますが、県内の企業は約 19％と 20％を若干下回る結果となりました。 
しかし、発注者から要請があれば実施するとの回答が約 70％を占めており、積極

的に電子納品に対応していこうという姿勢が見られました。 
 
 
 

（回答件数）
No 項目 全体 県内 県外

1 実施したことがある 214 34 180

2 実施したことはないが、発注者から要請があれば実施する 211 122 89

3 実施したくない 3 1 2

4 わからない 27 20 7

5 その他 0 0 0

6 未回答 4 3 1

459 180 279合　　計　（459件）

67.8

46.0

64.5

18.9

46.6

31.9

0.6

0.7

0.7

11.1

2.5

5.9

0.0

0.0

0.0

0.4

1.7

0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

県外
(N=279)

県内
(N=180)

全体
(N=459)

実施したことがある 要請があれば実施 実施したくない

わからない その他 未回答

 

図 2-13 電子納品の実施状況(建設コンサルタント) 
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（2）施工業者 
施工業者における電子納品の実施状況については、ランク別に把握しました。 
A ランクから D ランクとなるにしたがって、「実施したことがある」との回答が減

っています。また、「発注者から要望があれば実施する」との回答も減っています。 
施工業者については、ランクが低くなるにしたがって電子納品の経験およびその

取り組みが低くなっています。 
 
 
 

(回答件数）

No 項目 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

1 実施したことがある 112 56 24 7

2 実施したことはないが、発注者から要請があれば実施する 295 204 193 101

3 実施したくない 11 8 23 13

4 わからない 94 152 168 135

5 その他 0 0 0 0

6 未回答 27 24 21 17

539 444 429 273合　　計　（1,685件）

Ｎ＝1,685

37.0

45.0

45.9

54.7

5.4

12.6

20.8

5.6

2.6 4.8

1.8

2.0

34.2

17.4

49.5

39.2

0.0

0.0

0.0

0.0

5.4

5.0

4.9

6.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｄ
(N=273)

Ｃ
(N=429)

Ｂ
(N=444)

Ａ
(N=539)

実施したことがある 要請があれば実施 実施したくない

わからない その他 未回答

 

図 2-14 電子納品の実施状況(施工業者) 
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2-4  電子入札について 
これまでの入札は、入札が行われる会場まで参加者が出向き、紙で入札を行ってい

ました。こういった行為を、インターネットや電子認証といった技術を用い、入札参

加者の職場で入札を行うというものです。 
そのため、電子入札は交通費・人件費の縮減につながり、公共事業のコストダウン

につながるものと期待されています。 
 

2-4-1  電子入札の認知度 
今回のアンケート調査では、電子入札の認知度について調査を行いました。その

結果を以下に示します。 
建設関連企業については、約 66％が「内容も含めて知っている」と回答しており、

「内容は知らないが電子入札という言葉を知っている」と回答した約 30％の企業を

含めると 90％以上の企業が電子入札という言葉を知っていました。認知度は非常に

高いといえます。 
物品納入企業についても、同様で、「内容も含めて知っていると回答している」企

業は約 47％と、建設関連企業よりも低い結果ですが、「内容は知らないが電子入札

という言葉を知っている」と回答した約 45％の企業を含めると 90％以上の企業が

電子入札という言葉を知っていることが分かりました。 
 
 
 

No 項目
全体
（件）

全体
（％）

建設
（件）

建設
（％）

物品
（件）

物品
（％）

1 内容も含めて知っている 1,693 64.3 1,566 66.3 127 46.9

2 内容は知らないが言葉は知っている 831 31.6 710 30.1 121 44.6

3 知らない 86 3.3 63 2.7 23 8.5

4 その他 0 0.0 0 0.0 0 0.0

5 未回答 23 0.9 23 1.0 0 0.0

2,633 100.0 2,362 100.0 271 100.0合　　　計

44.6

30.1

31.6

8.546.9

66.3

64.3

2.7

3.3

0.0

0.0

0.0

0.0

1.0

0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

物品
(N=271)

建設
（N=2,362)

全体
(N=2,633）

知っている 言葉は知っている 知らない その他 未回答

 

図 2-15 電子入札の認知度 
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2-4-2  電子入札に関する講習会等への参加 
（1）建設コンサルタント 

建設コンサルタントにおいて、電子入札に関する講習会等への参加状況を県内企

業と県外企業とで比較しました。 
その結果、建設コンサルタント全体では約半数の企業が「講習会に参加したこと

がある」と回答していました。 
しかし、県内と県外の企業とで比較すると、その差は大きくなります。県外の企

業の約 70％が「講習会に参加したことがある」と回答したのに対して、県内の企業

では、その比率は大きく低下し、約 20％にとどまります。また、「参加したことは

ないが、今後参加予定」と回答した企業を合わせても、全体の約 60％にとどまりま

した。 
以上のことから、県内の企業は、県外の企業と比較して、電子入札への取り組み

が消極的であるといえます。 
 
 
 

（回答件数）
No 項目 全体 県内 県外

1 参加したことがある 229 38 191

2 参加したことはないが、今後参加する予定である 113 64 49

3 参加したことがない 112 75 37

4 その他 0 0 0

5 未回答 5 3 2

459 180 279合　　計　（459件）

35.6

24.6

41.7

49.9

21.1

68.5 17.6 13.3

24.4

0.0

0.0

0.0

1.1

0.7

1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

県外
(N=279)

県内
(N=180)

全体
(N=459)

参加したことがある 今後参加予定 参加したことがない その他 未回答

 

図 2-16 電子入札に関する講習会等への参加状況(建設コンサルタント) 
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（2）施工業者 
施工業者における電子入札に関する講習会等への参加状況をランク別に比較しま

した。 
ランク A の企業では、「電子入札の講習会等に参加したことがある」と回答した企

業が 6 割以上なのに対し、ランク B～ランク D の企業では、「参加したことがない」

と回答した企業が約 40％～60％におよび、参加意識が低いことが分かりました。 
 
 
 

(回答件数）

No 項目 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

1 参加したことがある 331 172 134 51

2 参加したことはないが、今後参加する予定である 100 98 92 57

3 参加したことがない 104 167 197 163

4 その他 0 0 0 0

5 未回答 4 7 6 2

539 444 429 273合　　計　（1,685件）

Ｎ＝1,685

20.9

21.4

22.1

18.6

45.9

18.7

31.2

61.4

38.7

19.3

37.6

59.7

0.0

0.0

0.0

0.0

1.6

1.4

0.7

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｄ
(N=273)

Ｃ
(N=429)

Ｂ
(N=444)

Ａ
(N=539)

参加したことがある 今後参加予定 参加したことがない その他 未回答

 

図 2-17 電子入札に関する講習会等への参加状況(施工業者) 

 
（3）出納局業者名簿および監理課業者名簿記載企業 

出納局業者名簿に記載されている企業については、ランクに関係なく 80％以上の

企業が、「電子入札に関する講習会等に参加したことがない」と回答しており、建設

関連企業と比較して電子入札に対する意識が非常に低いことが明確になりました。

また、監理課業者名簿に記載されている企業について見てみると、「参加したことが

ない」と回答した企業がランクによりばらつきが生じています。しかし、出納局業

者名簿に記載されている企業との比較では、電子入札に関する取り組みが積極的で

あるということがわかりました。 
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(回答件数）

No 項目 特Ａ Ａ Ｂ Ｃ 不明

1 参加したことがある 20 1 1 0 2

2 参加したことはないが、今後参加する予定である 23 5 2 1 4

3 参加したことがない 86 24 14 4 23

4 その他 0 0 0 0 0

5 未回答 0 0 0 0 0

129 30 17 5 29合　　計　（210件）

Ｎ＝210

13.8

20.0

11.8

16.7

17.8

80.0

66.715.5

5.9

3.3

0.0

6.9 79.3

82.4

80.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

未回答
(N=29)

Ｃ
(N=5)

Ｂ
(N=17)

Ａ
(N=30)

特Ａ
(N=129)

参加したことがある 今後参加予定 参加したことがない その他 未回答

 

図 2-18 電子入札に関する講習会等への参加状況(出納局業者名簿記載企業) 

 

(回答件数）

No 項目 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

1 参加したことがある 11 3 1 1

2 参加したことはないが、今後参加する予定である 6 4 5 0

3 参加したことがない 13 10 5 2

4 その他 0 0 0 0

5 未回答 0 0 0 0

30 17 11 3合　　計　（61件）

Ｎ＝61

45.5

23.5

20.0

45.5

17.6

36.7

9.1

33.3 0.0 66.7

58.8

43.3

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｄ
(N=3)

Ｃ
(N=11)

Ｂ
(N=17)

Ａ
(N=30)

参加したことがある 今後参加予定 参加したことがない その他 未回答

 

図 2-19 電子入札に関する講習会等への参加状況(監理課業者名簿記載企業) 
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（4）電子入札への参加状況 
今回実施したアンケート調査では、電子入札への参加状況も把握しました。 
その結果、回答者全体の約 26%の企業が「参加したことがある」と回答しました。

また、「参加したことはないが、発注者から要請があれば参加する」とした回答も約

60％を占めています。この結果から、山口県と関係のある企業は、電子入札への参

加について、非常に前向きであるといえます。 
次に建設関連企業と物品納入企業とを比較してみます。 
「電子入札に参加したことがある」という回答は、建設関連企業が約 28%である

のに対し、物品納入企業は約 9%でした。電子入札については、建設関連企業の方が

先行して実施している状況がうかがえます。 
一方、「発注者から要請があれば参加する」との回答は、建設関連企業が約 58%、

物品納入企業で約 63%と両者とも概ね 60％に達しており、電子入札に対する意識が

高いといえる結果となりました。 
しかし、物品納入企業については、「参加したくない」あるいは「わからない」と

した企業が建設関連企業の 2 倍にも達しており、こういった企業の電子入札への認

識を高める必要があることも明らかになりました。 
 
 
 

No 項目
全体
（件）

全体
（％）

建設
（件）

建設
（％）

物品
（件）

物品
（％）

1 参加したことがある 679 25.8 654 27.7 25 9.2

2 参加したことはないが、発注者から要請があれば参加する 1,533 58.2 1,362 57.7 171 63.1

3 参加したくない 62 2.4 51 2.2 11 4.1

4 わからない 320 12.2 260 11.0 60 22.1

5 その他 1 0.0 1 0.0 0 0.0

6 未回答 38 1.4 34 1.4 4 1.5

2,633 100.0 2,362 100.0 271 100.0合　　　計

63.1

57.7

58.2

4.1

2.2

2.4 12.225.8

27.7

9.2

11.0

22.1

0.0

0.0

0.0

1.4

1.5

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

物品
(N=271)

建設
（N=2,362)

全体
(N=2,633）

参加したことがある 要請があれば参加 参加したくない わからない その他 未回答

 

図 2-20 電子入札への参加状況 
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（5）電子入札実施時の新規投資 
次に、山口県においても電子入札を実施した際に、各企業に発生する新規投資項

目を、複数回答で尋ねました。 
その結果、新規投資として「PC の新規購入・買い換え」「インターネット接続回

線の高速化」をあげた企業が 40％を超えました。全体として今ある IT インフラの

性能向上が必要という結果となりました。 
また、「PC・インターネットの講習」をあげた企業も 40％を上回っており、PC

やインターネットに精通した人材の育成も必要であることがうかがえます。 
 
 
 

(回答件数）
No 項目

1 ＰＣの購入もしくは買い換え
2 インターネットへの接続
3 インターネット接続回線の高速化
4 ＰＣ、インターネットの講習

建設全体

426

建設

375

161

476

418

51

141

431

395

141

431

395

MAX%

42.8

16.2

47.8

42.0

41.5

15.6

47.7

43.7

55.4

48.9

25.0

21.7

0% 20% 40% 60% 80%

ＰＣの購入　　　　
もしくは買い換え

インターネットへの接続

インターネット　　　　
接続回線の高速化

ＰＣ、　　　　　　　　　　
インターネットの講習

全体
(N=995）

建設
（N=903)

物品
(N=92)

 

図 2-21 電子入札実施時に必要となる新規投資 
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（6）電子認証料の負担額 
これまで行われてきた、紙による入札では印鑑を使用していましたが、電子入札

では、印鑑に代わるものとして電子認証（電子的な印鑑）が必要となってきます。

こういった電子認証については、様々な団体が発行しており、その価格も様々です。

そこで、今回のアンケート調査では、この電子認証にかかる負担額について、どの

程度までを希望するかを尋ねました。その結果は、次のとおりです。 
アンケート回答企業全体では、約 42%企業が「5,000 円未満」を希望するとして

います。また、「5,000 円以上 10,000 円未満」とする企業も約 32％と、全体の約 70％
が 10,000 円未満を希望していることがわかりました。 

これを建設関連企業と物品納入企業とで比較してみると、10,000 円未満を希望す

るという企業は、建設関連企業で約 70％、物品納入企業では約 80％に及びました。

さらに、5,000 円未満を希望するとした企業は、建設関連企業では約 40%でした。

しかし、物品納入企業では約 58%と半数を超える企業が、5,000 円未満を希望して

おり、希望する負担額に顕著な差が見られました。 
 
 
 

No 項目
全体
（件）

全体
（％）

建設
（件）

建設
（％）

物品
（件）

物品
（％）

1 ５千円未満 1,099 41.7 942 39.9 157 57.9

2 ５千円以上１万円未満 833 31.6 776 32.9 57 21.0

3 １万円以上２万円未満 404 15.3 374 15.8 30 11.1

4 ２万円以上 141 5.4 136 5.8 5 1.8

5 その他 3 0.1 3 0.1 0 0.0

6 未回答 153 5.8 131 5.5 22 8.1

2,633 100.0 2,362 100.0 271 100.0合　　　計

21.0

32.9

31.6

11.1

15.8

15.3 5.841.7

39.9

57.9

5.4

5.8

1.8

0.1

0.1

0.0

8.1

5.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

物品
(N=271)

建設
（N=2,362)

全体
(N=2,633）

5千円未満 5千円～1万円未満 1万円～2万円未満

2万円以上 その他 未回答

 

図 2-22 希望する電子認証にかかる負担額 
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（7）PC・インターネットに精通した人材の有無 
PC・インターネットに精通した人材が各企業にいるかどうかについても尋ねまし

た。その結果、回答した全企業のうち、約 43％の企業が「精通した人材がいる」と

回答しています。また、「問題なく扱える人材がいる」との回答も約 40%を占めて

おり、80％を超える企業で人材の確保がなされていると判断できる結果となりまし

た。 
上記の傾向は、建設関連企業と物品納入企業とで比較しても、同様の傾向を示し

ており、両者とも CALS/EC を推進していくうえで必要となる PC・インターネット

のスキルについて問題のないレベルにあるといえます。 
 
 
 

No 項目
全体
（件）

全体
（％）

建設
（件）

建設
（％）

物品
（件）

物品
（％）

1 精通した人材がいる 1,138 43.2 1,026 43.4 112 41.3

2 精通はしていないが、問題なく扱える程度の人材がいる 1,049 39.8 939 39.8 110 40.6

3 精通した人材がいないため、今後育成していく予定である 335 12.7 302 12.8 33 12.2

4 精通した人材もなく、今後育成していく予定もない 74 2.8 62 2.6 12 4.4

5 その他 2 0.1 2 0.1 0 0.0

6 未回答 35 1.3 31 1.3 4 1.5

2,633 100.0 2,362 100.0 271 100.0合　　　計

40.6

39.8

39.8

12.2

12.8

12.743.2

41.3

43.4

2.8

4.4

2.6

0.1

0.0

0.1

1.3

1.3

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

物品
(N=271)

建設
（N=2,362)

全体
(N=2,633）

精通した人材がいる 問題なく扱える人材がいる 今後育成予定

人材もなく、育成予定もない その他 未回答

 

図 2-23 PC・インターネットに精通した人材の有無 

 
 
 
 
 
 
 



 26

3  全国との比較 
3-1  IT インフラの整備状況 

図 3-1は「地方における CALS/EC の取り組み状況」で調査された全国の建設業お

よび建設コンサルタントにおける IT インフラの整備状況と、今回のアンケート調査で

把握した山口県に関係する企業の IT インフラの整備状況を同時に示したものです。 
「地方における CALS/EC の取り組み状況」では、建設業においては、大規模企業

で比較的 IT 化が進んでおり、中小規模の企業における IT インフラの整備が必要とさ

れています。また、建設コンサルタントにおいては、企業規模に関係なく CALS/EC
の導入に十分対応可能な IT 化が進んでおり、建設業に比べて IT 化が進んでいると報

告されています。 
これに対して、山口県の関係企業においては、建設業、建設コンサルタントとも、

パソコンの整備率は 1 人に 1 台以上と回答している企業の割合が最も高く、インター

ネットの配備率も 90％以上となっています。 
山口県の関係企業のほとんどが中小企業であると想定した場合、アンケートの調査

年度の違いによる誤差はあると思われますが、全国の配備率と同程度か、それ以上の

整備状況にあるといえます。 
 

3-2  CALS/EC の理解度 
図 3-2は、「地方における CALS/EC の取り組み状況」で報告された全国の建設業

および建設コンサルタントと、今回のアンケート調査で把握した山口県に関係する企

業の CALS/EC の理解度を並べて示したものです。 
「地方における CALS/EC の取り組み状況」の調査からは、全国の建設業のうち、

中小規模の企業に対しては CALS/EC の教育・普及活動が必要であることがわかりま

す。また、建設コンサルタントにおいては、大規模企業及び中規模企業の CALS/EC
に対する理解度が高く、業界全体で見た場合でも「ほとんど知らない」と回答した企

業は全くなく、建設業に比べて CALS/EC に対する理解が進んでいることがわかりま

す。 
これに対して、山口県の関係企業においては、建設業、建設コンサルタントとも、

「内容も含めてよく知っている」と回答している企業の割合が最も高くなっています。 
山口県の関係企業のほとんどが中小企業であると想定した場合、アンケートの調査

年度の違いによる誤差を考慮しても、CALS/EC の理解度については全国の理解度と

同程度か、それ以上であるといえる結果となりました。 
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 建 設 業 建設コンサルタント 

全 
 
 

国 

地方におけるCALS/ECの取り組み状況
（CALS/EC地方展開アクションプログラム）

0.2

0.2

0.5

0.7

0.5

0.4

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

小企業

中企業

大企業

建
設
業
（規
模
別
）

（台/人）

インターネット配備率 パソコン配備率

地方におけるCALS/ECの取り組み状況
（CALS/EC地方展開アクションプログラム）

0.8

0.7

0.90

1.06

0.9

0.9

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

小企業

中企業

大企業

建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
（
規
模
別
）

（台/人）

インターネット配備率 パソコン配備率

パソコンの整備状況（山口県）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実績無

(N=960)

実績有

(N=725)

施工業者

(N=1,685)

建
設
業

1人に1台 2～3人に1台 4～5人に1台

6人以上に1台 整備していない その他

未回答

パソコンの整備状況（山口県）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

県外

(N=279)

県内

(N=180)

全体

(N=459)
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

1人に1台 2～3人に1台 4～5人に1台

6人以上に1台 整備していない その他

未回答

山 

口 
県 

インターネットの接続状況（山口県）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実績無

(N=913)

実績有

(N=693)

施工業者

(N=1,606)

建
設
業

常時接続 必要時に接続 接続していない

その他 未回答

インターネット接続状況（山口県）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

県外

(N=278)

県内

(N=177)

全体

(N=455)

建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

常時接続 必要時に接続 接続していない

その他 未回答

図 3-1 IT インフラの整備状況（全国との比較） 
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 建 設 業 建設コンサルタント 

全 
 
 

国 

地方におけるCALS/ECの取り組み状況
（CALS/EC地方展開アクションプログラム）
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大企業
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設
業
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別
）

（台/人）

よく理解している 概ね理解している

初歩的なことは理解している ほとんど知らない

地方におけるCALS/ECの取り組み状況
（CALS/EC地方展開アクションプログラム）
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口 

県 

CALS/ECに対する認知度（山口県）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実績無

(N=960)

実績有

(N=725)

施工業者

(N=1,685)

建
設
業

知っている 言葉は知っている 知らない その他 未回答

CALS/ECに対する認知度（山口県）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

県外

(N=279)

県内

(N=180)

全体

(N=459)

建
設
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ン
サ
ル
タ
ン
ト

知っている 言葉は知っている 知らない その他 未回答

図 3-2 CALS/EC の理解度（全国との比較） 
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4  今後の課題 
今回実施したアンケート調査から浮かび上がってきた、「CALS/EC 推進に向けての

課題」を整理すると以下のようになります。 
 

（1）IT インフラの整備状況 
■一部企業においてはパソコンを整備していない状況がある。 
■整備していてもパソコンの性能が低く、高性能なパソコンを導入する必要がある。 
■CALS/EC を推進するのに充分な整備率であるが、さらに、各企業において通信

インフラ整備が必要である。 
■通信スピードの高速化が必要である。 
■セキュリティ教育が必要である。 

 
（2）電子納品について 

■電子納品の県全体への普及が促進策を考える必要がある。 
■電子納品の拡大普及のために、情報提供が必要である。 
■電子納品に関する参加意識は高いものの、下位ランクの建設関連企業は、電子納

品実施への理解が薄いという現状がある。 
 

（3）電子入札について 
■電子入札への取り組み姿勢については、比較的高いが、一部建設関連企業および

物品納入企業において、電子入札に関する関心が低い面も見受けられる。 
■下位ランクの建設関連企業において、多額の新規投資が必要なら対応しないとし

ている企業がある。 
■下位ランクの企業ほど人材確保ができておらず、人材の育成である。 
■電子認証料の負担額を抑える方策が必要である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

参考資料 アンケート調査項目および回答用紙 
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